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Ⅰ 策定・公表の趣旨                                   

 この「千葉市市民自治推進のための実施計画」は、市民主体のまちづくりを推進するため、「千葉

市市民自治によるまちづくり条例」第１７条及び第１８条に基づき、本市の市民参加、協働及び  

市民の自立的な活動を推進するための取組みを毎年度まとめ、策定・公表するものです。 

  

Ⅱ 概況                                         

令和７年度に予定している取組みは３６７事業（４事業増）で、大区分及び小区分のいずれの分

野においても増減が３以下であり、ほぼ横ばいとなっております。 

 

【区分別事業計画数】                  （参考：直近３か年の実施状況） 

令和7年度 令和6年度 増減 令和5年度 令和4年度 令和3年度

１ 市民参加の取組み 81 80 1 92 105 96

(1) パブリックコメント手続 8 6 2 18 30 18

(2) 公募委員を含む附属機関 28 29 ▲ 1 29 31 29

(3) ワークショップ 7 7 0 4 6 6

(4) 意見交換会 22 20 2 19 20 23

(5) 意見募集 4 5 ▲ 1 5 6 5

(6) アンケート調査 10 10 0 14 9 12

(7) その他の市民参加手続 2 3 ▲ 1 3 3 3

２ 協働の取組み 159 158 1 152 141 134

(1) 委託 23 21 2 21 20 18

(2) 共催 36 34 2 34 28 28

(3) 事業協力 95 98 ▲ 3 92 88 83

(4) その他の協働の取組み 5 5 0 5 5 5

59 57 2 57 59 52

7 7 0 7 7 8

61 61 0 59 56 53

367 363 4 367 368 343

３ 市民の自立的な活動を推進する
　ための取組み

５ 市民と職員の意識向上と人材育成

合      計

区分

４ 市民の意向の把握

令和７年度千葉市市民自治推進のための実施計画の概要 

（案） 資料１－２ 
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Ⅲ 令和７年度の新規・拡充事業 ※パブリックコメント手続は除く（通常、毎年度新規に実施するものであるため） 

 

 

新規事業は、「１ 市民参加の取組み」のうち「（４）意見交換会」において、１事業が予定され

ています。 

また、従来から実施している事業でも内容を変更して実施するものもあります。 

以下で令和７年度の新規・拡充事業を紹介します。 

 

■新規事業 

 

（１）（仮称）こども・若者会議【１６ページ、１（４）意見交換会 No.１５】 

令和７年４月施行のこども・若者基本条例に基づき、こども・若者の意見を施策等に反映さ

せるため、全庁的に市政に関する意見を聴取する場として会議を設置する。 

対象：中学生から大学生程度（概ね２５歳まで） 

 

■拡充事業 

 

（１）病院運営委員会【８ページ、１（２）公募委員を含む附属機関 No.２２】 

千葉市立青葉病院及び千葉市立海浜病院の円滑な運営を図るため、病院の運営及び改革に関

する事項や地域医療連携に関する事項などについて審議する。 

（委員１２人中３人が公募委員） 

＜変更内容＞ 公募委員の増（２人→３人） 

 

（２）放課後子ども教室推進事業【２６ページ、２（１）委託 No.２１】 

子どもたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる環境づくりを進めるため、放課後の

小学校の校庭や体育館、余裕教室等における学習や交流などの体験機会の提供等を、地域住民

等で組織された各学校ごとの実行委員会に委託する。 

＜変更内容＞ 対象校の増 

・アフタースクール導入困難校における放課後子ども教室運営業務の民間委託 

 （１校→３校） 

・放課後子ども教室活動支援事業（１９校→２０校） 

  

※【 】内は「令和７年度千葉市市民自治推進のための実施計画」におけるページ及び事業№です。 
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（３）ちばアントレプレナーシップ教育コンソーシアム【３２ページ、２（２）共催 No.２５】 

 アントレプレナーシップ教育をさらに推進するため、産学官のコンソーシアムを設立。従来

より実施していた「西千葉子ども起業塾」の他、学校への出前授業などの教育事業や、保護者

等への普及啓発事業などさまざまな活動を展開する。 

 ＜変更内容＞ 教育コンテンツ数の増（６事業→８事業） 

        高校生海外派遣プログラムの実施（※Ｒ７新規実施） 

 

（４）災害時避難行動要支援者個別避難計画の作成促進【３５ページ、２（３）事業協力 No.４】 

避難行動要支援者一人ひとりに合わせた避難行動等を定める「個別避難計画」を福祉専門職

などと連携して、市で定める要件に該当する方から順次作成する。 

＜変更内容＞ 個別避難計画作成件数の増（４００件→５１４件） 

 

（５）若葉区自主企画事業 ラジオ体操で健康づくりとまちづくり 

【４７ページ、２（３）事業協力 No.６８】 

運動習慣の確立だけでなく、地域住民のふれあいの場ともなるラジオ体操グループの増加お

よび活性化を目的として、全国ラジオ体操連盟の協力のもと動物公園を会場としたイベントを

実施するとともに、グループ支援として優良団体表彰、支援レター送付等を実施する。 

＜変更内容＞ イベント「ラジオ体操 in動物公園」充実のため、企画・運営を業務委託 

 

（６）学校と地域の連携・協働体制の整備事業【４９ページ、２（３）事業協力 No.７７】 

地域ぐるみで子どもを育てることを目的として、地域、保護者等のボランティアと協力して、

学習支援や環境整備支援、児童生徒の登下校時の見守り等の学校支援を行う。 

＜変更内容＞ 学校数の増（８５校→９５校） 

 

（７）中学校部活動指導者派遣事業【４９ページ、２（３）事業協力 No.７９】 

部活動の振興を図るため、専門的な指導力を有する市民と協力して、部活動の指導者を中学

校に派遣する。 

＜変更内容＞ 派遣者数の増（５５人→６０人） 

派遣回数の増（８２５回→１０５０回） 
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（８）芸術文化振興事業補助 

【５７ページ、３ 市民の自立的な活動を推進するための取組み No.１８】 

市民の芸術文化事業への参加を促進するとともに、文化活動を育成・支援するため、市内で

活動する芸術文化団体に対し、補助金を交付する。 

根拠要綱等：芸術文化振興事業補助金交付要綱 

＜変更内容＞ 補助対象の拡大 

・個人応募を可とする。 

・活動拠点を市内外問わないこととする。 

 

（９）地域支援プラットフォームの構築 

【６９ページ、５ 市民と職員の意識向上と人材育成 No.９】 

複雑・多様化する地域課題の解決を支援し、地域コミュニティの維持・強化を図るため、区

役所において、全体交流会、研修会の開催により、地域で活動する多様な主体間の協力・連携

を促進する。 

また、先進事例や地域資源などの情報を各区ホームページに集約していく。 

＜変更内容＞ 研修会開催区の増（２区（中央区・若葉区）→全区） 

 

（１０）緑区認知症ジュニアサポーター養成【７７ページ、No.４９】 

高齢者が安心して暮らせるやさしいまちづくりを目指すため、認知症の人やその家族を見守

り・支援できるように、緑区内の公立小中学校で認知症サポーター養成講座を開催する。 

＜変更内容＞ 対象学年の拡大（中学１年生、小学校５・６年生→中学１年生、小学生） 

 

 


